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Ⅰ. 導入
A. イントロダクション
本ガイドラインで取り扱うDAO（分散型自律組織：Decentralized Autonomous
Organization）とは、中央集権的なリーダーが存在せず、分散した参加者が自律的に運
営する組織の概念と定義します1。

地方では、DAOの活用を通じた、関係人口の増加、地域課題の解決、地方創生（新たな
価値創造）への貢献が期待されています。国内では、紫波町の「FurusatoDAO」、智頭町
と松崎町の「美しい村DAO」、新潟県山古志地区の「山古志DAO」など、民間団体による
運営事例が見られます。

このような状況を踏まえて、本ガイドラインでは、DAOの設立・管理・運営に関する基本的
な知識や手順を紹介します。DAO設立を目指すコミュニティや地域団体、スタートアップ
企業、市町村などの皆様に参考にしていただきたいと思います。なお、当ガイドラインは

2024年3月時点で作成しており、今後、状況が変わる可能性があります。

B. DAO
DAOでは、事前に設定されたプロトコルやスマートコントラクトに基づき、個々のメンバー
による意思決定に基づいた自律的な運用が行われます。中央集権的な統治構造を排除

することで、より民主的な意思決定及び組織運営が可能になります。

DAOはブロックチェーン技術を基盤とし、NFTやその他のトークンを用いる組織です。組
織のメンバーは貢献度に応じてトークンを受け取り、組織全体の活力を最大化する仕組

みが確立されています。トークンは投票権や意思決定プロセスにも活用され、公正かつ

透明な組織運営を実現します。

これらはDAOの理想的な姿の一つですが、そのようなDAOを目指していても、現状はま
だそこに至っていないDAOが多いことも事実です。理想的なDAOでは、全てがスマートコ
ントラクトにより自律的に運営されるという姿がしばしば描かれますが、実際のDAOで
は、機能の一部のみが自動化されているのが現状です。

C. DAOの活用が効果的な分野
暗号資産など自律的かつ非中央集権的なプロジェクト

システムをスマートコントラクト化することで、管理者不在でも自動でプロジェクトが進行し

ます。また、データをブロックチェーンネットワーク上で分散管理することで、透明性と安全

性を確保することが可能になります。

例）Bitcoin 、Uniswap（分散型取引所）など。

地方創生などの社会課題解決に向けたプロジェクト

地方創生プロジェクトなど、社会課題へのアプローチにおいて重要なのは、地域住民によ

るボトムアップの提案や活動、そして域外協力者の招集とその貢献です。DAOの参加者
全員を巻き込んだ形での意思決定、透明性や地理的制約の少なさといった特徴が、これ

らの活動に効果的に寄与します。

例）山古志 DAO 、美しい村DAOなど。

1ビットコインなどの暗号資産の取引台帳管理の仕組みをモデルにしています。
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ファンやサポーターを巻き込んだプロジェクト

ファンやサポーターが直接的又は間接的に関与する仕組みを構築することで、新たなア

イデアや提案が生まれる可能性が高まります。また、貢献度に応じたインセンティブを設

計することにより、ファンコミュニティがより活発化し、プロジェクトへの愛着が増します。

例）ザスパ共創DAO、Links DAOなど。

D. DAOの期待される効果
効率的かつ透明性の高い意思決定の実施

ルールに従い自動化された意思決定プロセスを構築することで、効率的な意思決定が可

能になります。また、ブロックチェーンに記録された投票結果の履歴を誰でも確認できる

ため、改ざんのおそれがなく、透明性の高い意思決定の実施が促進されます。なお、誰

が何を投票したか分からない形で設計することも可能です。

透明な資金管理と分配

スマートコントラクトとウォレットを利用することで、透明性を保ちつつ資金の管理と分配を

自動化し、信頼できる資金運用が可能になります。

多様なメンバーを巻き込んだイノベーション活動の推進

オンラインコミュニティを中心とした活動により、地理的な制限が少なくなり、グローバルな

メンバーシップが実現します。異なるバックグラウンドや専門知識を持つメンバーが集ま

ることで、多角的な視点からのアイデアや知識の交流が生まれ、新しい価値の創造が期

待されます。
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Ⅱ. 法的及び規制的側面
A.日本のDAO関連法の概要
現状の法制度：ハードル並びにそれに付随する対応
DAOは新しい組織形態であることから、日本では2024年3月現在、DAOそのものを法人
として定義する法律はありませんが、DAOの立ち上げや運営と密接に関わるトークンに
ついては資金決済法や金融商品取引法が改正されるなど、規制の枠組みが整備されつ
つあります2。このような状況から、国内のDAOに関する法規制は整備の途上にあるとい
えます。

DAOの根本的な課題は、様々な議論がありますが、法的に「未定義であること」「受け皿
がないこと」などが挙げられます。日本では、事業を行う法的な主体として「自然人」と「法
人」の二種類があります。法人については、「法人法定主義」がとられ、法律に明記されて
いる法人形態に基づき、適切な手続きを経て設立された組織のみが、法人として権利・
義務の主体となります。このため、これらの設立手続きを行っていないDAOを法人として
扱うことはできず、法人として権利・義務の主体とはなれません。

より具体的には、法人としての権利義務主体性が認められないことで、財産の保有名義
人となることができない、許認可が必要な業務を行えない、契約の主体として認められな
い場合があるという課題や、税務上の取扱いが不明確であるという課題が挙げられま
す。例えば、DAOで開発が必要になったときに、外部のエンジニアとDAOの間で契約を
結ぶことはできません。また、法律が未整備な状態では、DAOを利用した際にトラブルが
あったとしても法律の保護を受けられないといった事態も考えられます。また、金融商品
取引法などの規制がかかってくるといった問題もあります。

このような中、法務省や金融庁、デジタル庁といった省庁においてDAOについての議論
が重ねられ、今後法整備が進むことで、DAOの法的な定義が明確になることが期待され
ます。

これまでの変遷
2020年後半から始まった暗号資産ブームで、NFTとともにDAOが注目されるようになっ
てから3年が経ちます。その中で、デジタル庁や経済産業省、金融庁といった省庁、内閣
府でWeb3時代を見据えた議論が重ねられています。

国内のDAO側では、DAOを規定する法律がない中、法人格を有する既存の組織（例え
ば合同会社や一般社団法人など）を通じて活動するといった工夫が見られます。

今後の予想
政府は「経済財政運営と改革の基本方針2022」でWeb3の推進に向けて環境整備を検
討していることを明記し、同基本方針の2023年版では、分散型のデジタル社会の実現に
向けた取り組みを行うとし、自由民主党デジタル社会推進本部からはDAOルールメイク
に関する提言でDAOに関する法制の具体的な提言がなされていることから、近々日本に
おいてもDAOに関する法令やガイドラインが整備される流れができつつあります。

2合同会社型DAOを念頭に、トークン化された合同会社等の社員権について、一定の場合には通常の合同会社等の社員権と同等
の規制とするための「金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」等が、2024年３
月４日までパブリックコメントにかけられました（同年４月１日交付、同月22日施行予定）。
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B.法的主体の選択
日本では、DAO自体が法人格を独自に持つことはできませんが、既存の法人形態で法
的な主体を設立し、DAOの法的な受け皿のように利用できます。ここでは選択肢として、
法人格のある合同会社、株式会社、一般社団法人、NPO法人、 法人格のない組織につ
いて説明します。

合同会社

合同会社の社員は原則出資者で、出資者は経営に直接参加することも少なくありませ

ん。出資者は、出資した範囲内で有限責任を負います。株式会社と比べて、設立手続き

が簡素化されていて、組織を柔軟に構成・運営できます。

DAOの観点では、合同会社は設立手続きや運営が簡便で、資産を保有できる、社員の
新規参入や脱退に柔軟に対応できるといったメリットがあります。また、現行法では定款

に社員の氏名又は名称や住所を記載する必要があるものの、業務執行社員以外には開

示されない旨の定款の定めを置くことができ、技術的なマスキングをかけることで、業務

執行社員も法令に基づく場合等の必要性がない限り、業務執行社員にも開示されないよ

うにすることができるという解釈が存在します。さらに、各社員の氏名及び住所に代えて、

本人確認済みのウォレットアドレスを定款に記載するといった対応が認められるべきであ

るという議論もなされています。

ただし、現行法では、社員権を表章するトークンの発行ハードルが高いことや3、株式会

社、一般社団法人にも共通しますが、代表の権限を制限するのが難しいといった課題も

存在します。

株式会社

株式会社では出資者（株主）と経営者が異なります。株式会社の設立と運営には合同会

社より複雑な手続きが必要ですが、資金調達のために株式を公開できるなど、組織の拡

大や営利の追求には適しています。

一方で、株主名簿に株主の氏名住所が記載され、株主や債権者に閲覧されること、役員

を自由な設計で選任できないこと、株式を表章するトークンの発行とその譲渡の手続きに

関するハードルが高いことなどの課題が存在します。

Web3プロジェクトやDAOについて、失敗の可能性を含めて試行錯誤しながら進めること
は一つの選択肢ですが、その際に株式会社を設立し、運営することに手間と時間をかけ

るメリットがあるかどうかは慎重に考えるべきです。

一般社団法人

一般社団法人は非営利法人の一形態で、特定の活動や事業を行うために設立されま

す。非営利法人では、利益を上げることや報酬を支払うことはできますが、利益を分配す

ることはできません。

3ただし、前掲注2の定義府令の改正により、一定の条件を満たせば（一項有価証券ではなく）、二項有価証券として発行することが
できるようになります。
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一般社団法人は、公益性の高いDAOやそのようなイメージを持たせたい場合の選択肢
になります。一般社団法人の設立に当たっては、法務局への登記が必要で、社員名簿に

おいて社員の氏名や住所を記載し、社員の請求に応じて公開する必要があります 。

NPO法人
NPO法人は非営利法人の一形態で、不特定多数の人の利益に寄与すること（公益）を目
的として設立されます。NPO法人は、法律で定められた20種類の公益活動のうち少なく
とも1つの活動を行う必要があります。非営利法人では、利益を上げることや報酬を支払
うことはできますが、利益を分配することはできません。一般社団法人と比べて、活動目

的や設立手続き（特に定款認証）等で制限がありますが、定款と登記で代表理事や理事

の権限を制限することや、定款変更・吸収合併・解散以外の事項について、ガバナンス

トークンホルダーを評議会員として、評議会員の決定に従うようにガバナンスを設計でき

ることに特徴があります。NPO法に定められる認定を取得しようとしない限り、評議会員
は匿名でも問題はありません。

法人格のない組織

DAOを設立するに当たって、必ずしも法人格のある組織を持つ必要はありません。民法
上の組合は、法律に基づいて組織されますが法人格はありません。また、法令に基づく

ものではありませんが、同じく法人格のない権利能力なき社団が活用されることもありま

す。これらは、法人格を持つ組織よりも設立が容易で、柔軟な運営が可能ですが、法人と

しての権利義務主体性を有しないため、契約の締結、資金の調達、財産の所有などに制

限がある場合があります。また、民法上の組合の構成員に無限責任が生じる点には注

意が必要です。

C.税務及び会計事項
税務及び会計面で適切にDAOを管理するには、日本や場合によっては他国の税法及び
会計基準のほか、国際的な法律や基準との整合性も保つ必要があります。また、暗号資

産の分野では公平性と透明性が機能として確保されていることから、メンバーだけでな

く、外部のステークホルダーなどに対しても、税務・会計、関連情報の開示が求められる

こともあります。

税務上の取扱

DAOに対する課税については、DAOの構造と活動内容を理解し、既存の税法の枠組み
内で解釈しなければなりません。DAOが受け皿として利用する法的主体によって、税金
の種類や税率が異なる可能性があります。配当の有無や、税務上のメリットを受けたい

など、DAOの目的や税務面の優先事項によって、選択すべき法的主体も変わってきま
す。法的主体を選ぶ際には税務面も考慮する必要があります。

合同会社などの法人でDAOを運営した場合、社員権を表章するトークン（合同会社型
DAOのガバナンストークンに該当）の販売とNFTの発行には法人税は課税されません
が、NFTを販売した際の売上には法人税の課税対象になります。また、他社発行の暗号
資産を保有している場合は、期末の時価で評価され、含み益に対する課税が発生します

（なお、2023年12月に公表された令和6年度税制改正大綱により、暗号資産を発行した
法人以外の法人が当該暗号資産を保有する場合であっても、一定の譲渡制限措置を講

じることによって、期末時価評価課税の対象から除外されることが明らかになりまし

た。）。
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DAOだけでなく、DAOのメンバーもトークンが配当されたり、暗号資産を売却すると、課
税の対象となります。法人を設立しない場合でも、代表者が資金を管理していることもあ

ります。この場合、代表者は確定申告を行い、納税する必要が生じる場合もあります。

このほか、DAOは国境を越えた活動を行うこともあり、そのような場合には国際税務の問
題も生じます。異なる国の税法間で、収益の帰属や、それぞれの国での法制度の違いを

理解し、適切な税務申告を行う必要があります。

会計上の取扱

DAOの会計処理では、暗号資産やトークンの取引、メンバーへの報酬支払い、資産の保
有と管理に関連する取引を正確に記録し、報告することが求められます。従来の会計基

準に加えて、暗号資産を適切に会計処理する必要があります。さらに、会計処理でも税

務処理と同様に国際的な枠組みが求められます。

税務・会計基準の確認

日本を含む多くの国や地域で暗号資産やDAOの税務・会計基準は整備の途上にあり、
かつ、複雑化している中、DAOのメンバーで暗号資産に関する税務や会計を学習する姿
勢も重要ですが、特にDAOの規模が大きい、活発に資産運用が行われているといった場
合には暗号資産の扱いを得意とする税理士や会計士に処理を依頼する方法もあります。

暗号資産の税務・会計処理を自動化するソフトウェアの開発が進み、国外では、DAO向
けの会計ソフトも登場しています。資産の移動に関するデータはブロックチェーン上に記

録されているはずで、本来このようなデータの処理はソフトウェアが得意とするところで

す。法制度の差に加え、日本では言葉の壁があるものの、今後、自動化された暗号資産

の税務・会計処理の普及が待たれます。

D. DAO設立において必要となる文書の作成（定款、規約、運営契約等）
日本では、DAO自体はガバナンス等に関する事項が法定されている組織ではありませ
ん。そのため、DAOの受け皿として既存の法形式を利用する場合、法的な主体の設立に
必要な法的文書をそれぞれの組織に応じて用意し、その法的文書等において、DAO特
有のガバナンスやファイナンスについて規定する必要があります。例えば、合同会社や

一般社団法人としてDAOを運営する場合、これらの法人形態の設立に必要な定款や契
約書をDAOの特性に合わせた内容で用意することが求められます。

合わせて、国内法ではありませんが、いち早くDAOが法人として認められたアメリカ合衆
国・ワイオミング州のDAO法4などを参考にしながら、定款や規約、運営契約により、DAO
の基本的な運営や組織に関する約束事を定めるとよいでしょう。具体的には、DAOの目
的、組織構造、メンバーであることの条件、意思決定プロセス、資産の管理方法などを記

載し、DAOの運営、メンバーの権利と義務及び外部との関係などを定義します。このこと
により、DAOの運営指針が明確になり、トラブルの回避にもつながるでしょう。なお、合同
会社型DAOと、NPO法人型DAOについては、日本DAO協会5において、各種文書の雛

形が提供されることとなっています。

5 日本DAO協会：https://jpdao.org/

4DAO法：ブロックチェーン技術を活用した新たなビジネスモデルやガバナンス構造を法的な枠組みで認めるもので、DAOを法人とし
て認め、有限責任会社（LLC）として登記することを可能にした法律です。

7/62

https://jpdao.org/


ワイオミング州のDAO法では、定款等に、ガバナンスの要件、メンバーの権利、義務など
に関する事項を定めることが規定されています。定款等はコードとして記述可能な事項は

スマートコントラクトに組み込まれ、自動的に実行させることができます。
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Ⅲ. メンバーシップと参加メンバーの役割
A. DAOにおけるメンバーシップの条件

DAOのガバナンスに参加できるメンバーになるための条件は、DAOの目的や構造によっ
て大きく異なります。

一般に、以下のような要素がメンバーシップの条件になります。よく見られる条件として、

DAOのトークンを保有していることが挙げられます。多くのDAOでは、ガバナンストークン
と呼ばれる特定のトークンを保有することが、DAOにメンバーとして参加するための基本
要件になっています。

例えば、美しい村の地域資源を活かした地方創生を目指す美しい村DAOでは、デジタル
村民証NFT又は地域資源NFTを購入すると、デジタル村民になれます。一方で、ガバナ
ンストークンを保有していなくてもコミュニティに参加することはでき、このような権限設定

はDAOごとに柔軟に行えます。

トークンの保有については、金銭を支払って、トークンを手に入れることがほとんどであ

り、メンバーになるための会費と捉えることもできます。

一方、Givethのように、一定期間、DAOへの参加や貢献に応じてトークンを獲得しガバナ
ンスに関与できるなど、参加期間や貢献度が事実上メンバーシップの条件になっている

DAOもあります。

このほか、DAOに参加するに当たって、Discordなど、特定のプラットフォームでアカウン
トを作成する必要があることもあります。

DAOに参加するための条件は、DAOの目指す方向性や、コミュニティの理念、どんな人
に参加してもらいたいのかなどに基づいて設定する必要があります。既存の事例は参考

にしつつも、定石にとらわれすぎずに条件を設定することで、DAOが健全に運営され成
長につながるでしょう。

B.参加メンバーの役割と責任
ガバナンスに参加するDAOのメンバーは、DAOの運営方針を決定し、プロジェクトの指針
を定め、資金の配分や投資方針を決定し、DAOを長期的な目標の達成と更なる成長に
導きます。

DAOのメンバーは、トークンの保有者であることが多く、DAOの成長に伴いトークンの価
値が増すことで経済的利益を得る可能性があるため、その意味でもDAOの改善と成長に
貢献することは合理的なことといえます。なお、投票にしか使えないトークンなど、経済的
な価値を観念できないようなトークンを付与し、経済的利益以外の目的でDAOの改善と
成長に貢献するメンバーを集めるような設計もあり得ます。

従来の組織と比べてDAOはフラットで民主的な組織とされますが、DAOによっては、メン
バー間に階層構造があり、トークンの保有量によって投票権限の重みに差があることも
あります。トークンの多くを一部のメンバーが保有していることもあります。また、DAOの
立ち上げ時に、プロジェクトの創業メンバーや投資家に多くのトークンを配布できてしまい
ます。
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一方で、DAOのメンバーは、ガバナンスに参加し、DAOの運営における一定の役割を担
うのも事実です。ただし、トークンの価値上昇を目的に保有しているメンバーの場合、必
ずしもアクティブにDAOの提案や投票に参加するわけではありません。DAOの中には、
代表者に対して投票権を委任できる仕組みを持つものもあります。

DAOを運営するに当たって、分散型で民主的とされるDAOであっても、トークン配分や報
酬の設計次第では、ガバナンスが一部のメンバーに偏ってしまう可能性がある点には注
意が必要です。

適切にガバナンスを行うには、メンバーの参加を動機づける必要があります。提案や投
票によってメンバーは長期的な恩恵を期待できますが、多くの場合、すぐに報酬等を得ら
れるわけではありません。DAOのメンバーには、プロジェクトの大義に賛同しているなど、
投票を通じて意思を表示する動機がなければならず、DAOとしても投票を促す施策が欠
かせません。

具体的には、投票行動をDAOへの貢献として評価し、権限や報酬を与えるといった施策
が考えられます。逆に、カルダノのDRep構想など、投票行動等を取らないメンバーには
ステーキング報酬の引き出し制限をかける等のペナルティを課すことで、投票行動等を
促す施策も考えられます。また、コミュニケーションプラットフォームやミーティングで、投
票が行われること、メンバーの意思表示が重要であることを周知するのも欠かせません。

この他、投票結果をDAO内外に共有することでも投票が行われていることが知られ、投
票参加の間接的な動機付けになることが期待されます。DAOは新しい組織形態として注
目される一方で、DAOには自由意志で参加するメンバーによる分散型の組織ならではの
運営の難しさがあるのも事実です。

最終的に、DAOが真に分散化されたガバナンスを達成し、すべてのメンバーに平等な参
加機会を提供するには、メンバーの参加を動機づけながら、常に議論を重ね、最適な組
織形態を目指して調整を続ける必要があります。
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Ⅳ. 意思決定メカニズム
A.投票プロセス

DAOにおける投票は、メンバーがDAOの意思決定に参加する手段の一つです。投票に
先立って、まず提案が行われます。通常、投票にはDAOのガバナンストークンやNFTを
保有するすべてのメンバーが参加でき、提案された決定や方針変更に対して意思を表示

します。

投票の形式は、シンプルな多数決、重みづけ投票6、より多くのメンバーの意見を反映さ

せる可能性のあるクアドラティック投票7など、さまざまな形式が考えられます。

DAOの投票プロセスや投票に用いるプラットフォームは、それぞれのDAOが自由に選択
できますが、公平性と透明性を担保するために、極力人手を介さず、結果が公に記録さ

れる形で行われるのが一般的です。そのため、投票や集計には定評のあるプラット

フォームを用い、投票の結果はブロックチェーンに書き込まれることもあります。このプロ

セスの公平性と透明性はDAOの信頼性と機能性に直結しています。

一方で、スマートコントラクトを利用して、すべての投票状況をブロックチェーンに記録しよ

うとすると、ガス代が必要になります。特にガス代の高騰が懸念されるEthereumなどを利
用する場合には注意が必要です。このような状況をかんがみて、DAOの投票には、
Snapshot8をはじめとする投票プラットフォームを用いるのが一般的です。DAOの立ち上
げと運営を支援するAragon9のようなプラットフォームでも投票システムを提供していま

す。

多くの投票プラットフォームでは、DAOのメンバーは、オフチェーン10で投票を行います。

具体的には、メンバーはプライベートキーで署名し、特定の時点のトークン保有数をもと

に投票を行い、プラットフォームはブロックチェーンを参照してそのメンバーがトークンを保

有していることを確認し、結果をサーバーに保存します。投票結果はオフチェーンで集計

されたあと、必要に応じてブロックチェーン上に結果が書き込まれます。

B.投票の透明性と履歴の記録
投票の履歴を記録し、透明性を確保することは、DAOの信頼性を保証する上で不可欠で
す。DAOでは、ブロックチェーンを利用して、改ざんが極めて難しい形で投票結果を記録
し、いつでも誰でも参照できる形で情報を公開することで、投票の透明性を担保します。メ

ンバーはいつでも投票の履歴を検証し、意思決定過程における公正性を確認できます。

投票の履歴からは、過去の決定を見直すこともでき、将来の提案のために、過去の成功

や失敗から学ぶための基盤にもなります。

ただし、前述の通り、ガス代やその他の要因から、すべての投票行動がブロックチェーン

に記録されるわけではなく、部分的にではあるものの投票プラットフォームを信頼する必

要があることには注意が必要です。このため、投票プラットフォームの選定に当たって

10オフチェーン：ブロックチェーンネットワーク外を意味する用語です。オフチェーンでの処理では、データの記録や計算処理がブロッ
クチェーン上ではなく、外部のネットワークやサーバーで行われます。

9Aragon：https://aragon.org/

8Snapshot：https://snapshot.org/

7クアドラティック投票： 一人一票ではなく、各投票者に予め複数のクレジットを与えておき、各投票者は、希望する選択肢に希望する
量のクレジットを投票する方式です。

6重みづけ投票：投票権が保有するトークンの量や貢献度などによって異なる重みを持つ投票方式です。
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は、どのようなプロジェクトが利用しているのか、過去に事故はなかったか、どのブロック

チェーンに対応しているのかを検討しなければなりません。

ブロックチェーンに記録された履歴は、DAOのガバナンスプロセスにおける透明性と責任
を高め、信頼を築く鍵となります。現実世界では、重要な意思決定の不透明性や結果の

改ざんの可能性が指摘されることがあります。これに対して、ブロックチェーンの不変性

は、改ざんを防ぐ重要な役割を果たし、DAOメンバーに安心感を与えます。

DAOや、DAOを運営組織とすることの多いWeb3プロジェクトは、従来の中央集権的な組
織構造とは異なり、分散型の技術と哲学に基づいて成り立っています。この新しいパラダ

イムでは、民主的な意思決定と透明性は極めて重要な価値とされます。たとえ小さな投

票であっても、投票の透明性と履歴の記録には細心の注意を払う必要があります。透明

性を重視する姿勢はDAO内部だけでなく、外部的な信頼の獲得にもつながることでしょ
う。
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Ⅴ. 資金管理
A. DAOでの資金調達

DAOの資金調達方法は、DAOの目的や性質などによって異なりますが、最も一般的な
資金調達手法は、ガバナンストークンの発行による資金調達です。ガバナンストークン

は、DAOに関連するサービス利用者に配布するほか、スマートコントラクトを利用したICO
（Initial Coin Offering）11 、暗号資産取引所を利用したIEO（Initial Exchange Offering
）12、分散型取引所を利用したIDO（Initial DEX Offering）13で販売することもあります。

各プロジェクトによるICOは2010年代半ばから行われてきましたが、2020年にDeFi（分散
型金融）14が盛り上がるきっかけを作ったレンディングサービスのCompound15が、サービ

スの利用に応じてガバナンストークンを発行・付与し、このモデルを多くのプロジェクトが

取り入れ、ガバナンストークンで事実上資金を調達する流れができました。

ガバナンストークン以外にも、NFTを発行・販売して資金を調達する事例も見られます。
Nouns DAO16は世界的に有名な事例で、毎日Nounと呼ばれるNFTをオークションにか
け、落札者はこのNounをもってNouns DAOのメンバーになります。NFTの販売で得られ
た資金はプロジェクトへの投資やDAOの運営などに使われ、メンバーはその意思決定に
関与できます。

また、セキュリティトークンによる資金調達も一部行われております。セキュリティトークン

による資金調達は、第一種金商業者のライセンスが必要とされていますが、上場（IPO）
や社債発行などができない中小企業や、個人でも発行可能なため、資金調達の幅が広

がりました。

スタートアップ企業のように、DAOがベンチャーキャピタルから資金を調達することもあ
り、その中には有名なベンチャーキャピタルも見られます。DAOは本来、自律分散型の組
織であるため、ベンチャーキャピタルから資金を調達する場合には、ベンチャーキャピタ

ルの影響力が強くなりすぎないように注意する必要があります。また、中央集権型のベン

チャーキャピタルではなく、いわば自律分散型のベンチャーキャピタルである投資

DAO17から資金調達するDAOも出てきています。

また、公共の利益を目的とするようなDAOでは、非営利団体、開発者コミュニティなどが
提供するグラントと呼ばれる助成金を利用して資金を調達することもあります。

GitCoin18は最も有名なグラントプラットフォームで、DAOではありませんが、国内のプロ
ジェクトがGitCoinを通じて資金を調達する事例も見られます。

18GitCoin：主にWeb3関連の開発をはじめとするプロジェクトや開発者が資金調達を行うためのプラットフォームです。
https://www.gitcoin.co/

17投資DAO：英語ではInvestment DAOと呼ばれるDAOの種類で、メンバーが自由意志で集まり、共同で資金をため、民主的なプロ
セスを通じて投資決定を行います。

16Nouns DAO：https://nouns.wtf/
15Compound：https://compound.finance/

14DeFi：Decentralized Finance、分散型金融。ブロックチェーン技術を使用して中央集権的な組織なしに提供される金融サービスの
総称です。

13IDO：Initial DEX Offering。分散型取引所で新しく暗号通貨を公開・販売し資金を調達する方法です。DEXとはDecentralized
Exchangesの略語で、日本語では分散型取引所と呼ばれることもあります。

12IEO：Initial Exchange Offering。暗号資産取引所で新しく暗号通貨を公開・販売し、資金を調達する方法です。
11ICO：Initial Coin Offering。新しく暗合通貨を発行し、投資家に公開・販売し、資金を調達する方法です。
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このほか、NFTから実世界の資産まで、価値の上昇が見込まれる資産を収集したり、
DeFiプロトコルを利用して資産を運用したりするなどして、資金を調達するDAOも存在し
ます。

ふるさと納税NFTやクラウドファウンディングによって資金調達をしているDAOもありま
す。ふるさと納税NFTはその名の通り、ふるさと納税での返礼品にNFTを起用し地域活
性化のための資金を集める方法です。デジタルアート作品等を返礼品にすることにより、

その地域の魅力を直接的に伝えたり、興味を持って実際に現地に足を運んでくれるきっ

かけとなったり、地方創生の観点からは資金調達の枠を超えて効果的に働くケースもあ

ります。

代表的なものは、株式会社あるやうむが公開している「ふるさと納税NFTマップ」にも記載
があります。クラウドファウンディングによる資金調達は、トークン発行型クラウドファン

ディング「FiNANCiE」が有名です。従来のクラウドファウンディングで資金調達を行なって
いるDAOもありますが、トークンを発行したクラウドファウンディングを行い、トークン保持
に対するインセンティブを設定することで、トークン保持者との継続的な応援関係を築くこ

とも可能です。なお、トークンを発行したクラウドファンディングを行えば、DAOとしての特
徴を備えることになるわけではない点には注意が必要です。

このように、DAOの資金調達手法は多岐にわたり、今後も新しい手法が出てくることで
しょう。また、同時に詐欺的な資金調達も増えていくことが予想されます。健全なDAOの
発展を志す必要がある中で、資金調達の過程では、投資家に対するリターンの形態、

トークンの価値に関する明確な情報提供が必要です。資金調達に際しては、法的なコン

プライアンスを確保し、特に日本では金融商品取引法や資金決済法などの規制を遵守す

る必要があります。合同会社や社団法人、NPO法人等の法人格を活用したDAOでは、
詐欺的な資金調達が行えないわけではないものの、資金調達の方法に制限がある分、

詐欺を起こしにくい、起こりにくい形態となり、健全なDAOになりやすい側面もあるため、
積極的な活用をお考えください。

B.資金の配分と利用のステップ
DAOにおいてどのように資金を配分し利用していくかは、DAOの活動継続と成功にとっ
て重要な要素です。分散型のプロジェクトでは、過度にファウンダーや投資家に対しての

割り当てが多く、売り抜けや、権力集中が懸念されるものもあり、このような資金配分が

行われると、プロジェクトの信頼を失いかねません。DAOに集められた資金は、コミュニ
ティが共有するビジョンと目標を実現するために、慎重に管理される必要があります。

資金配分については、まず、DAOの立ち上げの段階で、資金の配分計画を立てます。こ
の計画を開示し、前述「DAOでの資金調達」の方法又はその組み合わせでDAO内外か
ら資金を調達します。

調達した資金はトレジャリーで管理します。資産については、そのDAOのトークンなど、特
定のトークンでだけ保有する必要はありません。有名なプロジェクトでは、DAOのトークン
の他、Ethereum、ステーブルコインを含むポートフォリオを構成しています。

資金の利用に当たっては、年次や四半期、プロジェクト単位の計画が立てられ、資金利

用の議論の中で提案が作られます。一例として、ガバナンストークンを各メンバーに複数
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付与する形で運用しているDAOではガバナンストークンの保有量に基づき、DAOのメン
バーによって投票が行われ、意思決定がなされるというプロセスが一般的です。

支出はブロックチェーン上で追跡可能であり、DAOのメンバーはいつでも資金の流れを
確認できます。定期的に財務報告と評価が実施され、達成された成果と予算計画との比

較、未使用資金の処理に関する決定が行われます。

ガバナンスや資金管理については、ツールやサービスが提供されています。特にDAOを
立ち上げたばかりで、経験や知識、人手の足りない時期にはこれらのツール等を利用す

る方法もあります。

C.日本でのケース（DAO事例の紹介）
これまでに解説してきた資金調達、ガバナンス/意思決定、参加者方法について、3つ例を
あげて日本でのケースを紹介します。

①美しい村DAO（地方創生DAO）
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②Whiskey&Co.（トークンを活用したリブランディング）

③Roopt DAO（シェアハウスDAO）

D.予算と会計（日本国内の会計基準）
予算

DAOでも企業のように、活動計画に沿って、収入と支出の見積もりが行われます。DAO
で取り組むプロジェクトごとの予算案が作成され、収入源、予定される活動及びそれらに

関連するコストが分析されます。
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次の会計年度の収入、支出、投資、その他の財務活動に関する年次予算計画が立てら

れるのが一般的です。DAOによっては、年次予算計画に加えて、四半期の予算計画が
立てられることもあります。

企業での予算計画との違いは、DAOではメンバーの議論、提案、投票によって、予算が
決まるところにあります。投票においては、DAOメンバーの保有するガバナンストークン
の保有量によって、投票の重みが変わるのが一般的です。

会計

日本でDAOを立ち上げ、運営する場合、日本で認められている法的主体が従う会計基準
に則り、会計処理を行う必要があります。会計基準は、財務諸表を作成する方式のこと

で、日本では、「日本会計基準」、「米国会計基準」、「国際会計基準（IFRS）」などに準拠
しています。グローバルなDAOを目指すのか、国内の参加者にターゲットを絞ったDAOを
目指すのかによって、選択すべき会計基準は異なります。

国内では、法人などを受け皿にDAOを立ち上げることがあると前述しましたが、DAOは
分散型で運営主体がなく、また、DAOの持つ資産である暗号資産は未だ新しいものであ
ることから、既存の中央集権的な組織を前提とした枠組みで扱おうとすると、困難が生じ

ることもあります。例えば、そもそもDAOのトレジャリーが扱う資産は、主要な運営主体の
財務諸表に記述するのか、それとも他の扱いがあるのかといった疑問が生じます。

いずれの場合においても、財務記録には、資金の流入と流出、投資及び他の財務関連

活動を含むすべての取引が正確に記録され、透明性が確保されることが重要です。DAO
においては、ブロックチェーン技術を活用することで、これらの記録は追跡可能で透明に

管理されることが期待されます。また、財務状況の透明性と正確性を保証するための定

期的な監査も欠かせません。

税務対応の面では、日本の税法に準拠した適切な税務申告が必要です。これには、

DAOの活動から得られる収入に対する所得税、法人税、消費税の申告が含まれます。
特に、暗号資産やトークンの取引に関連する税務処理には注意が必要です。

今後、DAOで暗号資産を扱うための会計基準が整備され、ベストプラクティスが確立され
ていくことが期待されます。
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Ⅵ. DAO運営
A. DAO運営における重要な役割

DAOは中央集権的な管理機構を持たず、参加者がそれぞれフラットな立場で自律 的

な運営を目指す組織形態ですが、その中でも活動が活発に、そして円滑に行われるため

に重要な役割があります。それが「コミュニティマネージャー」です。DAOの性質や設立目
的によって必要とされるコミュニティマネージャーの活動は異なりますが、主な活動内容

を以下に記載します。

コミュニティマネージャーとは、主にDAO内でのメンバーの活動を活発化する役割を担う
者を指します。コミュニケーションツール（Discord19など）における発意 や新メンバーの

紹介、メンバーからの提案やそれに対する議論の進行などを担い、メンバーからの自発

なアクションを活発化するための施策を行います。例えば、Metagri研究所20のDiscordで
は、毎日「Metagri日誌」が投稿され、新規参加者やDAOでのニュースがメンバーに共有
されています。コミュニティの信頼を築き、円滑な運営と成長を促進するのがコミュニティ

マネージャーの重要な役割です。

コミュニティマネージャーはコミュニティの牽引者として、DAOのビジョンや目標をメンバー
に伝えるとともにメンバー同士を結びつけ、コミュニティの密度を上げていきます。また、

ダッシュボードなどメンバーが自由に閲覧できる媒体で、KPI21や目標の達成状況、これ

までのDAOの活動履歴などを記載し、DAOの現状を更新しておくことも重要な役割です。
どこに向かって活動していくメンバーが集まったDAOなのか、これまでにどのような活動
が行われてきたのかをメンバーそれぞれが確認できることで、自律的なアクションの創出

へ近づきます。

一方で、場合によってはDAO内で発生する問題や悪質なユーザーに対する対応も役割
の一つとなります。

これらの役割については、メンバー同士の役割をフラットに保つために固定化せず、交代

で担っていくことが有効です。また、タスクごとに役割を切り分け、複数人で担当すること

も自立的なコミュニティをつくる上では重要なポイントです。DAO運営において、積極的な
プレイヤーによる定期的なコミュニティの盛り上げ施策の実施や、各メンバーへの役割の

付与（分散化）を行うことが、メンバーの積極的な行動を促進し熱量を高く保った状態での

活動促進につながります。

B. DAO運営における重要なイベント
主に、ガバナンスに関わるイベントとメンバー交流に関わるイベントの二つに分類するこ

とが可能です。

ガバナンスに関わるイベントは、メンバーによる新しい方針やプロジェクトの変更、予算の

承認などに関する提案と議論、そして投票です。メンバーによる投票で民主的に物事が

決定していくことが基本のDAOでは、提案に対する十分な議論の実施と投票への参加率

21KPI：Key Performance Indicator。組織やプロジェクトが設定した目標を評価し、進捗や成功を測定するための主要な指標のことで
す。

20Metagri研究所：「農業×ブロックチェーン」をキーワードに、持続可能な農業の実現に取り組むコミュニティです。

19Discord：オンラインコミュニケーションプラットフォームです。主にゲーマーコミュニティ向けに設計されたプラットフォームですが、
DAO運営でも多く使われています。
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向上が重要な鍵となります。その二つを達成するための効果的な方法の一つがAMA22で

す。AMAにてDAOの現状を共有することで、議論及び投票に参加するメンバーを増や
し、活動の継続につなげていくことが重要です。

メンバー交流に関わるイベントはAMAの他、オンラインでの勉強会の実施や（地理的制
約がない場合はリアル開催での）オフ会の実施もコミュニティへの愛着形成並びにメン

バー同士の交流促進に有効です。勉強会やオフ会のコンテンツについては、それぞれの

DAOのテーマや目的によってさまざまですが、参加者が興味を持って参加してくれる、か
つ参加が何かのインセンティブになるような設計ができると、より積極的なイベント参加に

つなげることができます。

22 AMA：Ask Me Anything。メンバーからの様々な質問を受け、質問に知見を持つメンバーが回答するオンラインミーティングで、コ
ミュニティ内部の対話を促進する目的で実施されます。
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Ⅶ. セキュリティとリスク管理
A. DAOにおけるセキュリティ
黎明期のDAOであるThe DAOは2016年にハッキングによって364万ETHを失いました。
ここまで大規模な事件が発生する確率は高くはないにせよ、DAOの運営には慎重を期す
べきです。DAOにおけるセキュリティでは、技術面と運営面の両方からのアプローチが必
要です。

技術面でのセキュリティは、ブロックチェーンやスマートコントラクトのセキュリティに関連

するものです。DAOでは、トークンの発行、ガバナンス、財務・資産管理など、要所でブ
ロックチェーンを利用します。ブロックチェーンの選定に当たっては、DAOで利用するのに
適したブロックチェーンであるか、分散性、過去のハッキングの有無など、セキュリティを

含め調査する必要があります。スマートコントラクトについては、安全なコードを書くのは

もちろん、既にコードが存在するのであれば、実績のあるコードやサービスを利用するこ

とも検討すべきです。いずれの場合でも、定期的なセキュリティ監査に加え、脆弱性が見

つかった場合には迅速なコード修正が欠かせません。

運営面でのセキュリティは、組織の運営プロセス、データ管理、アクセス制御など、DAO
が安全に活動を行うためのものです。DAOではありませんが、世界的に有名なNFTコレ
クションのBored Ape Yacht ClubのDiscordとInstagramのアカウントがハッキングされ、
数億円規模でNFTが盗難される事件がありました。DiscordはDAOのコミュニケーション
ツールとして利用されることの多いアプリケーションで、このような事件は、DAOの運営者
にとって他人事ではありません。

DAOは分散型の組織で、すべてのメンバーは尊重されるべきですが、必ずしも権限が平
等である必要はありません。DAOでの異なる役割がメンバーごとに与えられていたり、
トークンの保有量や貢献度などでメンバーにランクをつけていたりするDAOもあります。
DAOのガバナンス構造は一度決めたら変更の効かないものではなく、運営ルールに基
づいて定期的に見直し、都度、不正行為や悪意のある操作を防ぐためのメカニズムを設

けていく必要があります。

特にはじめてDAOを立ち上げる場合には、DAOの要件をシンプルにし、すでに世界的に
利用実績のあるシステムやサービスを組み合わせ、DAO運営のベストプラクティスから
学びながら、セキュリティリスクを抑えてDAOを構築していくべきです。

B. リスク評価と対策（日本国内のリスク要因）
前述したように、日本国内ではDAOに関する法律や規制が確立しているとはいえず、法
的及び規制上のリスクがあるといえます。DAOを運営する場合、法改正や規制の変更に
関する最新情報を注視し続ける必要があります。同じように国内でDAOを営む運営者や
有識者との定期的な情報交換も欠かせません。ブロックチェーン技術や暗号資産の健全

な普及と発展のため情報提供等を行っている業界団体23,24もありつつ、DAO全般につい
て自主規制を行っていく日本DAO協会が今後設立されることとなっています。

24暗号資産に関する業界団体：一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会（JCBA, https://cryptocurrency-association.org/）、一般社
団法人 日本暗号資産取引業協会（JVCEA, https://jvcea.or.jp/）

23ブロックチェーンに関する業界団体：一般社団法人日本ブロックチェーン協会（JBA, https://jba-web.jp/）や一般社団法人ブロック
チェーン推進協会（BCCC, https://bccc.global/）
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技術面でのリスクについては、コード監査を通すことで、リスクの洗い出しと評価、対策が

見えてきます。DAOのメンバーのほとんどが国内在住で、特に国内のリスク要因に備え
たい場合や、言語に不安のある場合は、国内の監査サービスを検討する方法もありま

す。

例えば国内では、法人向けにブロックチェーンや暗号資産に関するサービスや情報提供

を行う事業者もおり、スマートコントラクトの監査サービスを利用することができます。コー

ド監査を行う以外では、DAO内外の技術や暗号資産市場の動向に詳しい人たちとのつ
ながりを大事にしながら、リスクを評価し、脆弱性が見つかった場合には随時対処してい

く体制を構築しなければなりません。

運営面でのリスクについては、法規制とも関連しますが、DAOが発行するトークンの性質
によっては、そのトークンが暗号資産に該当し、その売買や交換などの取引（原則として

エアドロップは含まれません。）が日本の資金決済法に基づく「暗号資産交換業」に該当

する可能性があります。特に、トークンが決済手段としての機能を持つ場合や、他の貨幣

やデジタル資産との交換が可能な場合には注意が必要です。

金融庁は、2023年3月に公表した「事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）」25に寄

せられたパブリックコメントへの回答の中で、具体的な数字を例示して以下のような見解

を示しています。

例えば、 1000 円以上のものについては「最小取引単位当たりの価格が通常の決済手
段として用いるものとしては高額」なものであると考えられます。

一般的に発行数量を最小取引単位で除した数量（分割可能性を踏まえた発行数量）が少

ないほど通常の決済手段として用いられる蓋然性が小さいと考えられ、例えば、100 万
個以下である場合には「限定的」といえると考えられます。

決済手段とみなされないためには、トークンを発行する際に、少なくとも「単価は1000円
以上に設定するか、発行枚数を100万個以下にする」必要があります。なお、現に小売業
者の実店舗・ECサイトやアプリにおいて、物品等の購入対価の弁済のために使用されて
いるなど、不特定の者に対する対価の弁済として使用される実態がある場合は、暗号資

産に該当することになります。

発行するトークンが、有価証券に該当し、金融商品取引法の規制が適用されるケースも

あるため、トークンの設計については、必要に応じて弁護士等の専門家に相談すること

が望ましいです。

また、規制や法律は随時変更される可能性があります。トークンについては、ユースケー

スを明らかにし、有識者や同業者などと最新情報を交換しながら、議論を重ね、慎重に発

行を検討する必要があります。

DAOが資産として保有する暗号資産にもリスクがあります。特に金融庁に登録されてい
る国内の取引所が取り扱っていない暗号資産には注意が必要です。このような暗号資産

を取引しようとすると、一般的には、国外又は分散型の取引所を利用することになりま

す。金融庁は「日本で登録を受けずに暗号資産交換 業を行うことは違法」としていま

す。利用については、対応する法律がなく規制されていないため、利用すること自体は可

25事務ガイドライン（第三分冊：金融会社関係）: https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230324-2/1.pdf
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能です。ただ、国外又は分散型の取引所を使うことには規制面で一定のリスクが伴う可

能性があると考えられます。また、破綻のリスクもあるでしょう。これらのリスクをとってま

で、DAOで特定の資産を保有または運用する必要があるのか十分に検討する必要があ
ります。

また、国内に限ったリスクではありませんが、コミュニティメンバー間のコミュニケーション

不足や意見の不一致もリスク要因となり得ます。自由意志で集まったメンバーによる

DAOでは、特に適切なガバナンス構造と透明なコミュニケーションが求められます。その
ような中で、合同会社や社団法人、NPO法人等の法人格を活用したDAOは、そもそもの
法律が一定程度以上のガバナンスを要求しているため、こういったリスク要因の軽減にも

つながります。
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Ⅷ. 今後の展望
A.日本国内でのDAOの成長

DeepDAOの集計によると、2023年12月時点で世界には2万程度のDAOが存在します。
前回の暗号資産ブームの2021年には数百、2022年には数千のDAOが存在したといわ
れています。2022年にはプロジェクトや大手取引所の破綻が相次いだにもかかわらず、
DAOの数は増加していることがわかります。ArbitrumやUniswapなど、有名なDAOの中
には、トレジャリーに数十億ドル規模の資産をかかえるDAO、数十万人のトークン保有者
がいるDAOもあります。

日本でもブロックチェーンとその応用がITや金融を超えて模索される中、DAOの存在も着
実に認知されつつあります。2020年の夏にDeFi（分散型金融）の利用が世界的に広が
り、その後の暗号資産ブームではNFTにも資金が流れ、プロジェクトをガバナンスする
DAOにも注目が集まりました。この流れを受けて、国内でも技術者や金融関係者を中心
にさまざまな分野の人たちがDAOの可能性について議論し、DAOを立ち上げるようにな
りました。

例えば、「Roopt DAO」は空き家をリニューアルしてシェアハウスに変え、その運営を
DAOで行っており、入居者がNFTを購入して共同運営に参加しています。「ドットジェイ
ピーDAO化プロジェクト」では、若者と政治を結ぶ活動を行うNPO法人がDAO化を進め
ており、社会課題の解決スピードの向上を目指しています  。

国内外でDAOが注目される背景には、中央集権的な組織からの強い統制や利害関係者
を介さない直接的な交流を求める考え方に共感している人々の存在があります。また、

公共のためになることをしたいという新しい時代の社会・金銭感覚、Web3ならではの「
WAGMI」（we are gonna make it：うまくいく）で表される高揚感があります。実利的な理
由としては、株式会社を作るよりも気軽にプロジェクトを始められ、トークンの活用により

報酬設計がしやすいなどといった点が挙げられます。

国内では既存の法的枠組みがDAOという新しい組織形態を扱うに至るまで十分に議論、
拡張されていないものの、関連する法律や規制を遵守しながら、DAOがどのように運営
されるべきか、またどのように活用できるかについて、官民で議論が進んでいます。

B.日本国内でのDAOの発展の見通し
海外に比べて、日本国内ではDAOそのものへの注目度合いが比較的高い傾向にありま
す。特に、山古志DAOのようなDAOで人と人を繋げ、地方創生に取り組むような例は世
界にはまだありません。これからのDAOの展開は、どのように法律が整備されるかに大
きく左右されます。

現在、暗号資産の税制や、金融庁に登録された国内取引所が扱う暗号通貨だけが実質

的に暗号資産として認められている点について、議論が続けられています。一方で、内閣

府やデジタル庁、経済産業省、金融庁では、DAOについての議論が行われています。ま
た、DAOの法的位置づけや法改正も見据えた、既存の法人形態のDAOへの活用につい
て議論する団体も存在します。国内のさまざまな関係者が、DAOという新しい組織形態
に注目しています。

23/62



現在、実験的にDAOが作られてきており、法規制をいかに遵守するかを模索していま
す。今後、日本の法制度や会計基準がDAOやDAOが扱う資産に対応できるように改善
されれば、企業や非営利団体、個人のグループによるDAOの利用が増えると考えられま
す。

DAO設立を考えている人や、既にDAOを運営している人は、日本の法規制の進展を見
守りつつ、積極的に議論に参加することが求められています。

C.持続可能な運営のために
DAOを運営していく上でコンプライアンスは避けて通れません。現行の法制度はDAOや
DAOが取り扱う資産を扱えるように議論が勧められている段階ですが、該当する場合は
金融商品取引法や資金決済法などの関連法規を遵守しなければなりません。

DAOを組織として維持し、適切な意思決定を下していくには、明確で公正なガバナンスが
欠かせません。このようなガバナンスを実現するには、メンバー間でのオープンな議論を

促し、透明で公平な投票プロセスが不可欠です。ガバナンスと同様に、資金管理にも透

明性が求められます。資金の調達、配分及び使用に関して透明性を保ち、メンバーはも

ちろん、必要であれば公に情報を開示します。

組織のあり方だけでなく、技術的なセキュリティ面も持続可能な運営において考慮すべき

重要事項です。具体的には、最新の技術やセキュリティ基準にキャッチアップしながら、

定期的に監査を受けるなどしてスマートコントラクトのセキュリティを確保し、脆弱性があ

れば迅速に修正します。また、プロジェクトで利用するサービスのIDやパスワード、権限
管理にも細心の注意を払う必要があります。

国内外ではさまざまなDAOの事例が積み上がってきています。運営に迷ったら、同じカテ
ゴリのDAOや似た組織構成のDAOのベストプラクティスを参考にし、実際にDAOに参加
して質問する方法もあります。

これらを踏まえた上で、コミュニティの活性化に取り組み、必要であれば報酬システムを

設計してメンバーが積極的に議論や活動に参加するよう促しましょう。また、コミュニティ

の一体感を作り、DAOの設立目的の達成を目指しましょう。

当ガイドラインに記載の内容は2024年3月現在の情報です。今後のDAO設立にあたって
の問い合わせや相談については、2024年4月設立予定のDAO協会などへお問い合わせ
いただくとよいでしょう。
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Ⅸ. DAOで使われる用語
A. ブロックチェーン
ブロックチェーン技術は、記録されたデータを不変のものとする分散台帳システムです。

これにより、一度記録された情報は改ざんや削除が極めて困難となり、どの各個人や組

織も停止させることができません。DAOは、この技術を活用して、中央集権的な管理機関
を必要とせず、資産の管理や情報の記録を分散化し自律的に行うことが可能になりま

す。

B. トークン
企業や個人が既存のブロックチェーン技術を用いて発行するデジタル資産や証明書、権

利などを指し、その用途や機能に応じて、NFT、ユーティリティトークン、ガバナンストーク
ンなどがあります。なお、金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令改正

（2024.4）に合わせて設立される日本DAO協会が制定するDAOガイドラインにより、社員
権トークン（エクイティトークン）、リワードトークン（ワークトークン）、ボーティングトークン

等、新しいトークンが定義される可能性があります。

C.暗号資産
独自のブロックチェーンネットワーク上で、通貨のように対価の弁済が可能なデジタル資

産のことです。DAOの世界では、これを利用して取引を行うことができます。代表例として
は、ビットコイン（BTC）、イーサリアム（ETH）、ポリゴン（MATIC）などがあります。

D. NFT
NFT（非代替性トークン）は、ブロックチェーンネットワーク上で取引可能なアイテムであ
り、その存在と保有者（権利者）がブロックチェーンによって証明されます。DAOでは、権
利証としても一般的に使用されます。

E. ウォレット
個人やDAOの暗号資産を管理するためのデジタルウォレットであり、安全かつ効果的な
管理が必要となります。スマートコントラクトにより管理することも可能です。代表例として

は、MetaMask、Gincoなどがあります。

F. トレジャリー
DAOで共有する資金や暗号資産などの財産を管理するためのシステムや仕組みのこと
で、プロジェクトの収益管理や資金配分を行います。スマートコントラクトにより自動化さ

れ、中央集権的な機関に頼らずに運用されます。

G.ユーティリティトークン
機能や権利を持つ実効性のあるトークンであり、コミュニティへの参加権やサービスに対

する支払い、報酬の受け取りなどに利用されます。
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H. ガバナンストークン
コミュニティで合意形成を行う際に与えられる投票権などの機能を持つトークンです。これ

により、コミュニティが非中央集権的で共同運営を可能とする形態になります。

I. インセンティブ
個人や集団が特定の行動を取るよう促すための報酬や利点です。これにより、目標達成

に向けた意欲が高まり、活動が促進されます。DAOでは、暗号資産やユーティリティトー
クンなどを報酬として配布します。

J. プロトコル
DAOにおける「プロトコル」は、組織の基本的な規範や手続きなど規約を定めるもので、
組織の運営を円滑にするための枠組みを提供します。

K. スマートコントラクト
一定の条件が満たされた際に自動的に実行されるコードです。これにより、プロトコルの

一環として、ルールに従った効率的な意思決定と取引が実現します。

L. 分散型ID
オンライン上で個人を一意に識別するためのデジタル情報です。これにより、ユーザーは

自分自身を証明し、様々なサービスや権利にアクセスすることができます。セキュリティと

プライバシーを重視しつつ、デジタル環境での取引や活動をスムーズに行うための重要

なツールとなります。

M.デジタルアセット
デジタル形式で存在し、経済的価値を持つ資産の総称です。これには暗号資産、トーク

ン、デジタルアート作品などが含まれ、ブロックチェーン技術を利用して権利関係に関す

る記録を確実に管理することができます。

N. ガス代
暗号資産の取引やスマートコントラクトを実行する際に支払う手数料のこと。ネットワーク

の混雑状況や処理の複雑さに基づいて変動するのが一般的です。
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・DeepDAO
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【セキュリティとリスク管理】

・Coin Choice
　「イーサリアム最大の危機『The DAOハック』とは？なぜETCが生まれたのか」
　https://coinchoice.net/waht-is-the-dao-hack-ethereum-history/
・Coin Desk「NFTs Stolen After Bored Ape Yacht Club Instagram, Discord Hacked」

https://www.coindesk.com/tech/2022/04/25/at-least-13m-in-nfts-stolen-after-bored-ape-ya
cht-club-instagram-discord-hacked/

・日本ブロックチェーン協会

　「Web3のセキュリティ監査～基礎から最先端の事例・攻撃手法まで～」
　https://jba-web.jp/activity/seminar/0912
・Hash Hub「Hash Habからスマートコントラクト監査サービスを提供開始します」
　https://note.com/hashhub/n/n5fd09df0deaf
・金融庁「暗号資産に関連する事業を行うみなさまへ」

　https://www.fsa.go.jp/policy/virtual_currency/index_2.html

【今後の展望】

・Deep DAO
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・CRYPTO INSIGHT「DAO（自律分散型組織）とは。特徴や仕組みを解説」

https://diamond.jp/crypto/defi/dao/#:~:text=DAO%E3%81%AF%E7%B5%84%E7%B9%9
4%E3%81%AE%E6%96%B0%E3%81%97%E3%81%84,%E3%81%AB%E5%A2%97%E
5%8A%A0%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%E3%80%82

・COINTELEGRAPH「分散型自律組織（DAO）の数、過去12ヶ月で8.8倍に増加」
https://jp.cointelegraph.com/news/number-of-daos-increases-8x-along-with-spike-in-votes
-and-proposals

・Blockchain Biz「DAOレポートシリーズ　DAOの事例＜国内・海外＞」
　https://gaiax-blockchain.com/dao-report-global
・DAO TOKYO「DAO TOKYO 2024」
　https://dao-tokyo.xyz/
・Coin Desk「自由民主党web3PT第3回『DAOルールメイクハッカソン』議事要旨」
　https://www.coindeskjapan.com/210331/
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Ⅺ. DAO実施マニュアル

DAO設立から運営について、以下のフローに従って解説します。

１.DAO設立準備
DAOの設立時、以下の内容を事前に検討しておくことでスムーズに活動が進められま
す。

DAOのビジョン・目標の検討
何を目的に組成されたDAOなのか、メンバーは何を実現するために集まり活動をしていく
のかを明確にしておくことでビジョンの実現に熱意を持ったメンバーが集まりやすくなりま

す。

法的主体と責任の所在の検討

DAOの法的な受け皿とそれに応じて必要な責任の所在を事前に明確化しておくことで、
設立後のトラブル発生を避けることにつながります。

資金の管理方法の検討

DAO活動における資金の調達方法や、集まった資金の管理方法、使い道の決め方など
ルールを事前に明文化しておくことはDAOの活動を持続可能なものにするためにも重要
です。

メンバーに関する規約の検討

DAOメンバーの定義やDAOへの参画方法の明文化はもちろん、トラブルを避けるために
荒らしなどを防ぐための禁止事項も事前に設定しておきましょう。
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設立時に決めたものがDAOでの活動の変遷に従って、メンバー間での議論・投票などに
よって次第に変化していくこともあるため、一度決めたものもDAOの活動フェーズや実態
に合わせて見直し、必要に応じてアップデートしていくことも重要です。

２.DAO作成
DAO作成に当たり、ツールの作成を行います。以下は、DAO作成に当たり一般的に必要
となるツールです。

ウォレットの作成

DAOにおける投票やNFTの配布には暗号資産が必要になるため、ブロックチェーン上で
のアクセスや暗号資産・トークンなどの取引が可能なウォレットを作成します。代表的な

ウォレットがMetaMaskです。Metamaskを使用することで、DAOにおける暗号通貨の管
理が可能になります。

（参考資料：MetaMaskアカウントの作成）

コミュニケーションツールの作成

メンバーはDiscordを利用してメンバー間のコミュニケーションを円滑に進めるため、各
自、コミュニケーションツールのアカウントを作成します。コミュニケーションツールには、

DiscordやX（旧Twitter）、Telegramなどがあります。
※本マニュアルではDiscordの利用を前提に記載します。

Discordのアカウント作成が完了したらグループを作成します。メンバー同士の協力や情
報共有が円滑に行われるようなチャンネルの整備も重要です。初期に作成したチャンネ

ルはDAOの活動やフェーズに応じて、運用の中でアップデートしましょう。

３.DAOデザイン設計
DAOツールの作成と同時に、デザインの設計も行っていきましょう。

Discordチャンネルの作成
Discordのサーバーを立ち上げチャンネルを作成します。一般的なチャンネル設計は以
下の通りです。

①ルールをまとめたチャンネル

「はじめに(start-here)」という名前のチャンネルで設定されていることも多いです。入室し
た人がまず最初に確認し、どのように使えばいいのかという事をまとめたチャンネルに

なっています。

②自己紹介チャンネル

メンバーが入ってきたときに、自己紹介を送るチャンネルです。①のチャンネルにて、自

己紹介チャンネルへの投稿を推奨しているケースもあります。ここから交流が始まってい

く重要なチャンネルです。

③お知らせチャンネル

DAOでの活動やイベントなどのお知らせ用のチャンネルです。今DAOで起こっている活
動がシェアされることが目的です。
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④雑談チャンネル

DAOでの活動に限らない、個人の雑談やつぶやきが投稿されるチャンネルです。
このほかにも、DAOによって必要なチャンネルはそれぞれあるため、以下の方法に従っ
てチャンネルを追加してみてください。

（参考資料：Discordの作成）

インセンティブ設計

DAOメンバーの行動を促進させる場合に重要となるのがインセンティブ（報酬）設計で
す。報酬比率や収益分配をDAOメンバー内で議論・投票して決定し、実際に運用していく
ことがDAO運営のポイントとなります。DAOごとに（DAOのビジョンごとに）効果的なイン
センティブ設計は異なりますが、DAOが目指している世界を実現するためのメンバーの
行動を促進させるようなインセンティブ設計が重要となります。

例えば、DAOを活用して人々の交流を促進させる場合に重要となるのは交流設計であ
り、交流自体がインセンティブとなるような設計を行うことがDAO運営のポイントとなりま
す。一方で、DAOを活用してユーザーの行動を促進させる場合には「○○のインセンティブ
があるから、▲▲の行動をもっとしたくなる」というユーザーの動機付けになるような報酬
設計が重要となります。インセンティブとしてトークンを付与する場合は、そのトークンが

現在、将来において何に使えるのかという具体的なユーティリティが重要になります。

DAOのアセットを利用するのに、現金の代わりにトークンで利用できるというのは強い
ユーティリティになります。

ロール（役割）の付与

DAOでの活動を促進するために後押しとなるのがDAO内でのロール（役割）です。特に
Discordでコミュニティを作る際には、チャンネル設計やDiscord内での権限とロールが紐
づけられるため、ロール設計・付与が円滑なDAO運営を後押しします。
モデレーターや意思決定を行う権利を持つ役割（意思決定権はNFT保持と紐付いている
ことが多いです）などは運営面から必要となる役割です。

その他、例えばDAO内の日誌担当やAMA（Ask Me Anything）での議事録担当、ニュー
スのシェア担当など小さなタスクもロールとして設計しメンバーに割り振ることで、それぞ

れのメンバーのDAOへの貢献ポイントを増やすことも可能です。

４.メンバー参加
DAOに実際に入るメンバー視点でのツールの作成について記載します。

ウォレットの作成

DAOにおける投票やNFTの配布には暗号資産が必要になるため、ブロックチェーン上で
のアクセスや暗号資産・トークンなどの取引が可能なウォレットを作成します。代表的な

ウォレットがMetaMaskです。Metamaskを使用することで、DAOにおける暗号通貨の管
理が可能になります。

（参考資料：MetaMaskアカウントの作成）

コミュニケーションツールのアカウント作成

メンバーはDiscordを利用してメンバー間のコミュニケーションを進めるため、各自、コミュ
ニケーションツールのアカウントを作成します。コミュニケーションツールには、Discordや
X（旧Twitter）、Telegramなどがあります。
※本マニュアルではDiscordの利用を前提に記載します。
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Discordのアカウント作成が完了したら、グループに入会します。Discordグループに参加
することで、DAOに関連する情報や議論にアクセスできるようになります。

５.参加証の発行
DAO作成に当たり、NFTでの参加証の発行を行います。参加証NFTの発行は必須では
ありませんが、DAOでのメンバーシップを証明するNFTが作成・販売されています。

OpenSeaを利用したNFT作成
まず、OpenSeaのウェブサイトにアクセスし、アカウントを作成します。アカウントには
MetaMaskとの連携が含まれます。アカウント作成が完了したら、OpenSea上でプロジェ
クトに関連するNFTを作成します。その後、OpenSeaとMetaMaskを連携させ、NFTの取
引や管理をMetaMask上から行えるようにします。なお、金融商品取引法第二条に規定
する定義に関する内閣府令の改正に伴い実現する、合同会社型DAOの社員権トークン
をNFTとして作成・販売する場合は、OpenSea等のプラットフォームを活用してNFTを作
成・販売することはできないので注意が必要です。合同会社型DAOにおける具体的な
NFTの作成・販売については、今後公表される予定の日本DAO協会のガイドライン等を
ご参照ください。

NFTの転送、受領
各参加メンバーにNFTを転送し、DAO内での参加権や投票権を取得します。
（参考資料：NFT転送（OpenSea testnet））

（補足）テストネットの活用について

ブロックチェーンにはメインネットとテストネットがあります。メインネットは本環境のことを

指し実際のトランザクションと操作が実行されますが、テストネットはその名の通りテスト

のために使用されるブロックチェーンネットワークです。テストネット上のトークンには現実

世界での価値がないため、経済的なリスクを追わずに自由に実験をすることができます。

本ガイドライン作成においては一度、気軽にDAO作成を試してみたい方向けにテストネッ
トでのNFT転送を解説しています。

６.DAO運営
Discordのチャンネルで提案・雑談、議論を行う
参加メンバーは、Discordの各チャンネルを利用して提案や雑談を行い、議論を深めるこ
とでアイディアを発展させていきます。AMA（Ask Me Anything）はボイスチャット機能を活
用した議論の方法で、参加者同士の自由な意見交換が可能です。AMAを定期的に行っ
ているDAOもあれば、不定期で開催するDAOもあります。DAO活性化のためには週に1
〜2回ほどAMAを開催し、情報共有や報告・議論を行うことがおすすめです。

（補足）DAOの活性化要因
DAO運営において立ち上げ初期は、特に、積極的なプレイヤーが定期的に盛り上げ施
策を行うことがコミュニティの熱狂度が向上やメンバーの熱量の継続化につながります。

また、各メンバーへの「役割（ロール）」の付与、KPIの達成状況や分析を公開するなど情
報の透明性が担保されていることも、メンバーの積極的な行動を促進し、熱量を高く保っ

た状態でDAOでの活動が進んでいく要因となります。
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７.意思決定
意思決定方法の選定

議論が深まったところでメンバーの投票による採決を実施します。ツールの活用により、

Discordのコミュニティから意思決定の場へスムーズに移行することができます。なお、投
票ツールはSnapshotが代表的ですが、Discordのチャンネル内で投票を完結させること
もあります。

※本マニュアルではSnapshotの利用を前提に記載します。

Snapshotの設定
まず、Snapshotのウェブサイトにアクセスし新しいプロジェクトを作成します。これにはプ
ロジェクト名や説明の設定が含まれます。その後、投票を行うための条件や質問を設定

します。これにより、メンバーは特定の事項について投票を行うことができます。

SnapshotとDiscordを連携させ、Discord上での通知や情報共有が行えるようになりま
す。

（参考資料：Snapshotの設定）
（参考資料：投票方法（Snapshot））

決定事項をルールとして整備

メンバーは投票によって決定された事項をルールとして整備します。今後の運用での指

針や方針を確立させます。

８.報酬の配布
DAOではメンバーの活動に応じて、報酬（リワード）の配布を行います。配布のタイミング
については、一定の期間や条件に応じて配布タイミングを設定しているDAOもあれば、随
時、タスクの完了とともに配布が行われるDAOもあります。
メンバーの貢献を測定し、配布対象者のウォレットに報酬が配布される流れとなり、測定

から配布までの自動化も可能です。定期的な報酬配布を行うことは、DAOの活動の持続
化に繋がります。
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Ⅻ. 参考資料
MetaMaskアカウントの作成
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